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事業者

事業者の責務として労働保険や社会保険に加入しま
しょう。ポイント

（９）公的保険について

★�従業員（訪問介護員等）を一人でも雇っている事業者は、労働保険の手続きをとる必要があります。労働保
険とは、労働者災害補償保険と雇用保険の総称です。

★�労働者災害補償保険は、全従業員に適用されます。雇用保険は、その従業員（訪問介護員等）が31日以上の
雇用が見込まれ、継続して勤務し、週当たりの労働時間が20時間以上であり、月間勤務表等により今後も
同じような就労が見込まれるのであれば、加入の手続きを進めましょう。

★�なお、訪問介護員が自宅と事業所との間を通勤しているとき、および自宅から直接、利用者宅に向かってい
るときや、利用者宅から直接、帰宅しているとき（これらは通勤時間に該当します。「Ⅲ（３）労働時間��ポイン
ト③」参照）に被った負傷、疾病、障害等は、通勤災害と認められ、労働者災害補償保険が適用されます。

名　称 概　要 適用事業者 適用労働者 窓　口

労働者災害補
償保険

労働者が業務上の事由
または通勤により負傷
等を被った場合等に、
被災した労働者や遺族
を保護するため必要な
保険給付等を行う。

労働者を一人で
も雇っている事
業者

全労働者 労働保険の保険
関係成立届を所
轄の労働基準監
督署に提出。

雇用保険 労働者が失業した場合
および労働者について
雇用の継続が困難とな
る 事 由 が 生 じ た 場 合
に、労働者の生活およ
び雇用の安定を図ると
ともに、再就職を促進
するために必要な給付
等を行う。

労働者を一人で
も雇っている事
業者

31日以上の雇用
が 見 込 ま れ 、継
続 し て 勤 務 し 、
労働時間が週20
時 間 以 上 で あ
り 、月 間 勤 務 表
等により今後も
同様の就労が見
込まれる労働者

上 記 の ほ か に 、
雇用保険適用事
業所設置届およ
び雇用保険被保
険者資格取得届
を所轄の公共職
業安定所に提出。

訪問介護員のための魅力ある就労環境づくり ～労働条件改善に向けた実践方策～ 47

Ⅲ
テ
ー
マ
別
取
組
む
べ
き

労
務
管
理
の
ポ
イ
ン
ト

公
的
保
険
に
つ
い
て

（9）

★�また、すべての法人、および常時５人以上の従業員（訪問介護員等）を雇っている個人事業形態の事業者
は、週当たりの労働時間が、当該事業所の一般的な勤務形態の従業員（訪問介護員等）のおおむね３/４以
上である従業員（訪問介護員等）について、社会保険の手続きをとる必要があります。社会保険には、健康
保険、厚生年金保険および介護保険があります。

名　称 概　要 適用事業者 適用労働者 窓　口

健康保険
（医療保険）

病気や怪我をしたとき
にだれでも診療を受け
られるように、発生し
た医療費の一部または
全部の給付等を行う。

法 人 、お よ び 常
時５人以上の労
働者を雇ってい
る個人事業形態
の事業者

週の労働時間が、
当 該 事 業 所 の 一
般 的 な 勤 務 形 態
の 労 働 者 の お お
むね３/ ４以上で
ある労働者

健康保険・厚生
年金保険新規適
用届を所轄の日
本年金機構の年
金事務所に提出。

厚生年金保険 全国民に支給される基
礎年金（固定部分）に上
乗せして支給される二
階部分にあたる報酬比
例の年金制度。

年金事務所以外
に は 、加 入 し て
いる各健保組合
も対象窓口。

介 護 保 険 介護が必要となったと
きに安心して本人や家
族が生活できるように、
高齢者の介護サービス
や介護支援を保障し必
要な給付等を行う。

★�このような公的保険の取り扱いについては、就業規則等であらかじめ定めておくとともに、すべての訪問
介護員に対して内容について十分に説明しておきましょう。

（注）�短時間勤務の従業員（訪問介護員等）（※）は、週あたりの労働時間に関わらず、当該事業所の就業規則
等における短時間勤務の従業員（訪問介護員等）の位置づけを踏まえつつ、労働契約の期間や給与等の
基準等の就労形態、職務内容等を基に判断されます。具体的には、①労働契約、就業規則及び給与規程等
に、短時間勤務の従業員（訪問介護員等）に係る規程がある、②期間の定めのない労働契約が締結されて
いる、③給与規程等における、時間当たりの基本給及び賞与・退職金等の算定方法が同一事業所に雇用
される同種のフルタイムの正規雇用の従業員（訪問介護員等）と同等である場合であって、かつ、就業実
態も当該諸規程に則したものとなっている場合は、被保険者となります。

　����※ 他のフルタイムの正規雇用の従業員（訪問介護員等）と比較し、その所定労働時間が短い正規雇用の従業員（訪
問介護員等）であって、①期間の定めのない労働契約を締結しているものであり、かつ、②時間当たりの基本給及
び賞与・退職金等の算定方法が同一事業所に雇用される同種のフルタイムの正規雇用の従業員（訪問介護員等）
と同等であるもの。

（９）公的保険について　つづき
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事業者

事業者の責務として労働保険や社会保険に加入しま
しょう。ポイント

（９）公的保険について

★�従業員（訪問介護員等）を一人でも雇っている事業者は、労働保険の手続きをとる必要があります。労働保
険とは、労働者災害補償保険と雇用保険の総称です。

★�労働者災害補償保険は、全従業員に適用されます。雇用保険は、その従業員（訪問介護員等）が31日以上の
雇用が見込まれ、継続して勤務し、週当たりの労働時間が20時間以上であり、月間勤務表等により今後も
同じような就労が見込まれるのであれば、加入の手続きを進めましょう。

★�なお、訪問介護員が自宅と事業所との間を通勤しているとき、および自宅から直接、利用者宅に向かってい
るときや、利用者宅から直接、帰宅しているとき（これらは通勤時間に該当します。「Ⅲ（３）労働時間��ポイン
ト③」参照）に被った負傷、疾病、障害等は、通勤災害と認められ、労働者災害補償保険が適用されます。

名　称 概　要 適用事業者 適用労働者 窓　口

労働者災害補
償保険

労働者が業務上の事由
または通勤により負傷
等を被った場合等に、
被災した労働者や遺族
を保護するため必要な
保険給付等を行う。

労働者を一人で
も雇っている事
業者

全労働者 労働保険の保険
関係成立届を所
轄の労働基準監
督署に提出。

雇用保険 労働者が失業した場合
および労働者について
雇用の継続が困難とな
る 事 由 が 生 じ た 場 合
に、労働者の生活およ
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★�また、すべての法人、および常時５人以上の従業員（訪問介護員等）を雇っている個人事業形態の事業者
は、週当たりの労働時間が、当該事業所の一般的な勤務形態の従業員（訪問介護員等）のおおむね３/４以
上である従業員（訪問介護員等）について、社会保険の手続きをとる必要があります。社会保険には、健康
保険、厚生年金保険および介護保険があります。
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